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(57)【要約】
【課題】設置場所に制約を受けるような例えば手術室や
処置室などでの使用に適するとともに、超音波診断装置
によって検査等を行う術者の身体にかかる負担をなくし
、さらに可搬性および汎用性を有する超音波診断装置を
提供する。
【解決手段】超音波診断装置は、一端側で表示手段を支
持し装置本体に支持されかつ伸縮自在であるとともに伸
縮されることにより装置本体と表示手段とを離隔または
近接させる第１移動手段と、伸縮自在であって伸縮され
ることにより装置本体と操作手段とを離隔させ近接させ
る第２移動手段と、脚部を調節して装置本体の高さを調
節する高さ調節手段とを備えた。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被検体内の情報に基づいて超音波画像の生成を行う装置本体と、該超音波画像を表示す
る表示手段と、少なくとも該装置本体の操作に用いられる操作手段と、を有する超音波診
断装置であって、
　一端側で前記表示手段を支持するとともに、前記一端に対する他端側で前記装置本体に
支持されたアームを有しており、かつ該アームの少なくとも一部を移動させることにより
該装置本体と該表示手段とを離隔させ、また近接させる第１移動手段と、
　前記装置本体を挟んで前記表示手段と略対向する位置に前記操作手段を保持し、かつ該
装置本体に対し、該操作手段を離隔および近接させる方向に移動可能とする第２移動手段
と、
　前記装置本体を支持する脚部と、
　前記脚部を前記装置本体の方向へ移動させることにより、前記装置本体の高さを横臥さ
れた前記被検体を支持する寝台より低くし、かつ該移動された該脚部の位置を復帰させる
ことにより、該装置本体の高さを該寝台より高く調節することが可能な高さ調節手段と、
を備えたこと、
　を特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記高さ調節手段によって低くされた前記装置本体の高さは、前記寝台下の収納空間に
対して該装置本体を収納可能とする高さであること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項３】
　前記装置本体が前記収納空間に収納され、かつ前記第１移動手段により前記表示手段が
該装置本体から離隔され、かつ前記第２移動手段により前記操作手段が該装置本体から離
隔されることにより、該表示手段と該操作手段とが前記寝台を挟んで対向した位置に配置
されること、
　を特徴とする請求項２に記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記第１移動手段における前記アームは、少なくとも一部が伸縮自在であるとともに、
延伸されることにより前記装置本体と前記該表示手段とを離隔させ、また短縮されること
により該装置本体と該表示手段とを近接させること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項５】
　前記装置本体には、前記第１移動手段を収容する収容部が設けられており、かつ該収容
部は内部において該第１移動手段を支持しており、
　前記第１移動手段は複数の筒体を有するとともに、該筒体それぞれが隣接する筒体内を
前記一端側または他端側に移動可能に構成されており、かつ該筒体が隣接する筒体に対し
て収容されることによって前記第１移動手段の長さが短縮され、かつ該筒体が隣接する筒
体から排出されることによって前記第１移動手段の長さが延伸されること、
　を特徴とする請求項４に記載の超音波診断装置。
【請求項６】
　前記第１移動手段の前記アームの伸縮は、テレスコープ型伸縮機構によってなされるこ
と、
　を特徴とする請求項４に記載の超音波診断装置。
【請求項７】
　前記第１移動手段における前記アームは、前記操作手段から前記表示手段へ向かう方向
と略同じ方向に長さ方向を有する第１の軸と、該第１の軸に直交する第２の軸を有して構
成される略Ｌ字型に形成されていること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項８】
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　前記表示手段は、前記第２の軸の前記他端側に保持されており、
　前記第１移動手段の前記アームは、前記第１の軸および前記第２の軸のうち少なくとも
いずれか一方が伸縮されること、
　を特徴とする請求項７に記載の超音波診断装置。
【請求項９】
　前記装置本体に設けられ、前記第１移動手段の前記アームを、前記第１の軸を回転軸と
して回転させる回転機構をさらに備えたこと、
　を特徴とする請求項７に記載の超音波診断装置。
【請求項１０】
　前記装置本体に設けられ、前記第２移動手段の移動に連動して前記第１移動手段を駆動
させる連動手段を備えたこと、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項１１】
　前記寝台下の収納空間は、前記寝台における支持脚と天板とによって囲われた空間であ
ること、
　を特徴とする請求項２に記載の超音波診断装置。
【請求項１２】
　前記高さ調節手段は、前記装置本体の高さを、天板及び支持脚を有する前記寝台の該天
板の下面より低く調節可能であること、
　を特徴とする請求項２に記載の超音波診断装置。
【請求項１３】
　前記第１移動手段は、前記操作手段から前記表示手段へ向かう方向と略直交する方向に
該装置本体と該表示手段とを離隔させ、また近接させること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は超音波診断装置の技術に関し、特に、可搬性を有する超音波診断装置の技術に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置（Ｕｌｔｒａｓｏｕｎｄ　ｄｉａｇｎｏｓｔｉｃ　ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ
）は、被検体の体内組織の断層像、動きや血流などを表す超音波診断画像をリアルタイム
で表示し、疾患の検査・診断を行うための装置である。超音波診断装置を用いることで、
被検体に対する侵襲がほとんどなく、リアルタイムに被検体の体内組織を表示することが
できる。
【０００３】
　このような超音波診断装置は、超音波診断装置本体（筐体）、超音波プローブ、操作部
および表示部等を備えて構成される。また一般的に、超音波診断装置における超音波診断
装置本体には例えば底面にキャスタ等が設けられており、このキャスタ等によって超音波
診断装置を移動させて使用することができる。
【０００４】
　また、この超音波診断装置によって生成された断層像等の超音波画像を参照し、被検体
の診断・処置・手術（穿刺術等）などを行うにあたり、被検体を手術室や検査室の寝台に
横臥させる場合や立位で検査を行う場合がある。
【０００５】
　図１０は、従来の超音波診断装置と寝台との位置関係を示す図面である。図１０に示す
ように従来、超音波診断装置によって横臥した被検体の超音波画像の収集を行う術者は、
寝台３０５の側方から超音波プローブ３０３で被検体に超音波パルスを照射しつつ、超音
波診断装置本体３００に取り付けられたモニタ３０２を参照し、所望の位置に超音波プロ
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ーブ３０３を移動させて検査を行っていた。また、このようにして超音波プローブ３０３
を移動させつつ、超音波診断装置本体３００における操作部３０１を操作し、例えばＢモ
ード・ドプラモードの切替や表示倍率の変更を行っていた。
【０００６】
　ただし、図１０示すような従来の超音波診断装置では、検査スペースが比較的狭い場所
で、超音波診断装置本体３００が障害となって迅速な検査、手術等を行うことが困難にな
る。また、このように寝台３０５の側方に超音波診断装置本体３００を配置することを前
提として検査室、手術室等のスペースを確保しなければならなくなってしまう。
【０００７】
　この点、特許文献１に記載の超音波診断装置によれば、超音波診断装置本体をベッド下
に収容させて、診断システムと検査ベッドを一体化することにより、超音波診断装置本体
が障害となり、円滑な検査、手術を阻害する事態を回避することができる。
【０００８】
　また、当該特許文献１に記載の超音波診断装置では、超音波診断装置本体前部に取り付
けられたモニタ（ＣＲＴ）が傾倒や左右に回転することが可能で、術者（オペレータ）が
見やすい位置に配置することが可能となる。また特許文献１に記載の操作部（キーボード
）は支持腕に支持され、当該支持腕が超音波診断装置本体に設けられた支持柱を中心に回
転するので、操作部も一定の範囲で移動させることができる。
【０００９】
　また、特許文献２に記載の超音波診断装置では、超音波診断装置における操作部や表示
部、超音波プローブ、超音波診断装置本体を物理的に分離させつつ接続可能とすることに
より、各ユニットごとに搬送することが可能である。また、当該特許文献２に記載の超音
波診断装置は折り畳み可能な表示部（モニタ）を備えている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平２－１２１６３９号公報
【特許文献２】特開平９－２８５４６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、特許文献１に記載された超音波診断装置では、寝台に横臥した被検体に
対し超音波プローブを使用しながら操作部（操作パネル等）によって検査条件（表示倍率
の変更等）の変更操作等を行う場合、術者に負担がかかる。すなわち図１０に示すように
術者に対する被検体の位置から所定角度ずれた位置に当該操作部が配置されるため、術者
は自身の体をひねらなければならず、術者のひじ、肩、腰などに負担がかかるおそれがあ
り、ひいては術者に痛みを生じさせるおそれがあった。
【００１２】
　また、特許文献１に記載の超音波診断装置は、検査室の省スペース化に配慮されている
ものの、モニタやキーボードを支持する支持腕が超音波診断装置から突出しており、超音
波診断装置の可搬性が考慮されているとは言い難く、汎用の超音波診断装置としては不向
きなものであった。
【００１３】
　また、特許文献１に記載の超音波診断装置は、医療機関の施設内を自由に移動させるた
めに運搬用の台車などを別に必要とし、さらに検査や手術等を行う場所で各ユニットを組
立あるいは接続する作業が生じ煩雑である。また、寝台を用いない場合においては使用し
難く、汎用性に乏しい。
【００１４】
　また、特許文献２に記載の超音波診断装置は、可搬性能に優れているものの、同一施設
内で直ちに使用する際には、物理的に分離されたユニットそれぞれを組み合わせる作業が
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生じ、煩雑となるおそれがある。
【００１５】
　そこで本発明は、以上の問題点に鑑みてなされたものであってその目的は、設置場所に
制約を受けるような例えば手術室や処置室などでの使用に適するとともに、超音波診断装
置によって検査等を行う術者の身体にかかる負担をなくし、さらに可搬性および汎用性を
有する超音波診断装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記の課題を解決するために、請求項１に記載の発明は被検体内の情報に基づいて超音
波画像の生成を行う装置本体と、該超音波画像を表示する表示手段と、少なくとも該装置
本体の操作に用いられる操作手段と、を有する超音波診断装置であって、一端側で前記表
示手段を支持するとともに、前記一端に対する他端側で前記装置本体に支持されたアーム
を有しており、かつ該アームの少なくとも一部を移動させることにより該装置本体と該表
示手段とを離隔させ、また近接させる第１移動手段と、前記装置本体を挟んで前記表示手
段と略対向する位置に前記操作手段を保持し、かつ該装置本体に対し、該操作手段を離隔
および近接させる方向に移動可能とする第２移動手段と、前記装置本体を支持する脚部と
、前記脚部を前記装置本体の方向へ移動させることにより、前記装置本体の高さを横臥さ
れた前記被検体を支持する寝台より低くし、かつ該移動された該脚部の位置を復帰させる
ことにより、該装置本体の高さを該寝台より高く調節することが可能な調節する高さ調節
手段と、を備えたこと、を特徴とする超音波診断装置である。
【発明の効果】
【００１７】
　請求項１に記載の発明によれば、高さ調節手段により脚部を移動させて装置本体の高さ
を調節することができ、例えば寝台に横臥している被検体の検査を行うにあたり、当該寝
台の下に当該装置本体を配置することができる。さらに、第１移動手段により、寝台下に
配置した装置本体から、表示手段を離隔させることができ、かつ第２移動手段により操作
手段も装置本体から離隔させることができる。したがって表示手段および操作手段を、寝
台に横臥された被検体を挟んで対向した位置に配置することができる。したがって、本発
明の超音波診断装置によれば、装置本体の設置スペースを考慮しなくても設置でき、例え
ば設置場所に制約を受けるような手術室や処置室等での使用に適する。さらに、操作手段
と表示手段との位置関係により、術者が体をひねる必要が無く、超音波診断装置によって
検査等を行う術者の身体にかかる負担を軽減させることが可能となる。なおかつ、超音波
診断装置を移動させる場合には、装置本体から離隔させた操作手段および表示手段の位置
を装置本体側に近接させてから移動させることが可能である。また寝台に横臥した被検体
以外の検査等を行う場合でも、操作手段および表示手段の位置を調整して使用することも
可能である。すなわち本発明の超音波診断装置は可搬性および汎用性をも有するものであ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置の概略構成を示す概略側面図で
ある。
【図２】この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置の概略構成を示す概略ブロック
図である。
【図３】この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置の装置本体の内部構成を示す概
略図である。
【図４】この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置におけるアームおよび操作手段
についての移動機構および駆動手段の概略構成を示す、超音波診断装置の概略断面図であ
る。
【図５】（Ａ）は、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置のアームが延伸され
た状態を示す概略斜視図である。（Ｂ）は、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断
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装置のアームが短縮された状態を示す概略斜視図である。
【図６Ａ】この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置のアームが短縮された状態に
おけるアーム移動手段を示す概略図である。
【図６Ｂ】この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置のアームが延伸された状態に
おけるアーム移動手段を示す概略図である。
【図６Ｃ】この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置のアームが延伸された状態に
おけるアーム移動手段を示す概略図である。
【図７】この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置の使用状態の一例を示す概略斜
視図である。
【図８】この発明の第２実施形態にかかる超音波診断装置におけるアームおよびアーム収
容孔の概略構成を示す概略断面図である。
【図９】この発明の実施形態の変形例にかかる超音波診断装置におけるアーム移動手段の
概略構成を示す概略断面図である。
【図１０】従来の超音波診断装置と寝台との位置関係を示す図面である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、この発明の実施形態にかかる超音波診断装置について実施形態ごとに図面を参照
して説明する。
【００２０】
［第１実施形態］
（全体構成）
　この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置１００の構成について、図１～７を参
照して説明する。まず図１および図２を参照して、超音波診断装置の概略について説明す
る。図１は、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置１００の概略構成を示す概
略側面図である。図２は、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置１００の概略
構成を示す概略ブロック図である。
【００２１】
　図１に示すように、第１実施形態にかかる超音波診断装置１００は、装置本体１０１を
有している。この装置本体１０１には、超音波の送波および受波を行うための超音波プロ
ーブ１０１ａと、生成された超音波画像を表示する表示手段１０２と、検査条件の設定・
変更等、装置本体１０１の操作に用いられる操作手段１０３と、表示手段１０２を保持す
るアーム１０４と、装置本体１０１を含む超音波診断装置１００を移動可能とするキャス
タ１０５～１０８等が設けられている。また図２に示すように装置本体１０１は、被検体
の体内情報に基づく電気信号の処理および当該電気信号に基づいて超音波画像を生成する
ための主制御部１５０、送信部１５１、受信部１５２、信号処理部１５３、および画像処
理部１５４を備えて構成される。以下、超音波診断装置１００の各部の概要について説明
する。
【００２２】
　図２に示すように超音波プローブ１０１ａは、超音波診断装置１００の装置本体１０１
の送信部１５１および受信部１５２に接続されている。また超音波診断装置１００では、
主制御部１５０に制御されて送信部１５１から接続リードを介して超音波プローブ１０１
ａにパルス電圧が送信される。超音波プローブ１０１ａは、当該電気パルス電圧を受けて
超音波パルスに変換して被検体に送波する。また超音波プローブ１０１ａは、被検体の体
内組織からの反射波を受けてそれを電気信号に変換し、受信部１５２に送信する。受信部
１５２はその信号を受信すると信号処理部１５３に送信し、信号処理部１５３が信号処理
を行う。信号処理部１５３は信号処理を行うと、画像処理部１５４に当該処理したデータ
を送信し、画像処理部１５４が被検体の体内組織を表す超音波画像（例えば断層像）デー
タを生成する。
【００２３】
　装置本体１０１において画像データが生成されると、主制御部１５０が表示手段１０２
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に当該画像データを送信し、表示手段１０２に当該画像データにかかる当該被検体の断層
像等の超音波画像を表示させる。この表示手段１０２としては例えば、ＬＣＤ（Ｌｉｑｕ
ｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）等が用いられる。
【００２４】
　また、操作手段１０３は、図示しない静止画を表示させる操作を行うためのフリーズキ
ー、表示倍率を変更するズームキー、各種選択に用いるトラックボール、その他フォーカ
スキー等、任意の操作デバイスを備えて構成される。なお、この操作手段１０３は上記構
成に限られるものではなく、キーボードやタッチパネル等を用いてもよい。また、本実施
形態における操作手段１０３は、側面において後述する操作手段収納部１１２に設けられ
たスライドレール１１２ａに対してスライドする摺動部（不図示）が設けられている。さ
らに操作手段１０３の底面には、後述する操作手段収納部１１２の内部の底面に設けられ
たスイッチ１１２ｂを押下するための突部１０３ａが設けられている。この突部１０３ａ
とスイッチ１１２ｂとについては、後述する。
【００２５】
（装置本体内部）
　次に、図３および図４を参照して装置本体１０１の内部構造について説明する。図３は
、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置１００の装置本体１０１の内部構成を
示す概略図である。また、図４は、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置１０
０におけるアーム１０４および操作手段１０３についての移動機構および駆動手段の概略
構成を示す、超音波診断装置の概略断面図である。なお図３においては、アーム収容孔１
１１におけるアーム１０４のアーム移動手段１１１ａおよびアーム回転手段１１１ｂと、
操作手段収納部１１２におけるスライドレール１１２ａおよびスイッチ１１２ｂについて
、図示を省略している。また図３においては、アーム収容孔１１１におけるアーム１０４
の伸縮部分１０４ａについて概要を示している。この伸縮部分１０４ａの詳細については
図６Ａ～図６Ｃに示される。
【００２６】
　（アーム収容孔）
　図３に示すように装置本体１０１の底面と略直交する側面には、アーム収容孔１１１が
形成されている。このアーム収容孔１１１は、図３に示すように内部が空洞になっており
、当該空洞は、長さ方向が当該側面と略直交するとともに当該底面と略平行となる。また
後述するようにこのアーム収容孔１１１は、伸縮されるものであるが、表示手段１０２を
保持するアーム１０４の伸縮部分１０４ａおよび伸縮しない軸部分１０４ｂの双方を収容
可能な大きさに形成されている。またこのアーム収容孔１１１は、アーム１０４の最も太
い部分の外径より大きな径（または幅×高さ）を有している。
【００２７】
　またアーム収容孔１１１には、アーム１０４を伸縮させ、回転をさせる機構および駆動
手段が設けられている。伸縮とは、例えば図３に示すＬ方向およびＳ方向への移動であり
、Ｓ方向とは例えば、術者がいる操作手段１０３側の方向（正面方向）であり、またＬ方
向とは正面の反対側である背面の方向である。言い換えれば装置本体１０１のアーム収容
孔１１１の長さ方向をいう。また回転とは、例えば図３に示すＸ１方向およびＸ２方向に
おける回転移動、すなわちアーム１０４の伸縮方向（図３のＬ－Ｓ方向）を軸としたアー
ム１０４および表示手段１０２の回転である。さらにアーム収容孔１１１に形成されたア
ーム１０４の伸縮・回転機構が設けられている。この伸縮・回転機構については図５およ
び図６Ａ～図６Ｃを参照して、別途説明する。
【００２８】
　（操作手段収納部）
　また、図３に示すように装置本体１０１には、アーム収容孔１１１が形成された側面と
反対側の側面に操作手段１０３を収容可能に形成された操作手段収納部１１２が設けられ
ている。この操作手段収納部１１２も内部が空洞となっており、当該空洞の長さ方向は、
アーム収容孔１１１の長さ方向と略平行であり、また操作手段１０３のおよそ全体を収容
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可能な大きさに形成されている。
【００２９】
　また図４に示すように操作手段収納部１１２の底面と直交する側面には、操作手段１０
３の摺動部（不図示）と係合し、当該操作手段１０３を操作手段収納部１１２から出し入
れする方向にスライドさせるスライドレール１１２ａが設けられている。このスライドレ
ール１１２ａは、操作手段収納部１１２の長さ方向および操作手段収納部１１２の底面と
平行に設けられており、かつ図４には示されないが、操作手段１０３の両側面に形成され
た一対の摺動部（不図示）に対応する位置に対応して設けられている。また、図４に示す
ように操作手段収納部１１２における底面には、当該操作手段収納部１１２の開口より奥
側において操作手段１０３のスライドによって突部１０３ａに押下されるスイッチ１１２
ｂが設けられている。このスイッチ１１２ｂが押下されるごとに、後述の検知手段１６０
が信号を検知する。
【００３０】
　（キャスタ収納部）
　図３および図４に示すように、超音波診断装置１００における装置本体１０１の底面に
おける四隅には、当該装置本体１０１の上面に向かってほぼ垂直にキャスタ１０５～１０
８を収納可能とする収納部１１３～１１６が設けられている。収納部１１３～１１６はそ
れぞれ、キャスタ１０５～１０８それぞれのほぼ全体を収納可能な大きさに形成されてい
る。また収納部１１３～１１６は、キャスタ１０５～１０８が収納部１１３～１１６から
排出された状態および収納された状態を切り替える切替機構（不図示）を有している。こ
の切替機構には、図示しないロック手段が設けられており、当該ロック手段を解除するこ
とにより、キャスタ１０５～１０８の当該切替操作が可能となる。この収納部１１３～１
１６にキャスタ１０５～１０８を収納することにより、超音波診断装置１００の装置本体
１０１を例えば手術室の寝台（図７における符号２００参照）の下に配置させることが可
能となる。すなわち、例えば寝台２００が、矩形の天板と、当該天板の四隅において床側
の面から所定間隔を空けて当該天板を支持する支持脚とによって構成されている場合、装
置本体１０１の上面の高さが、当該天板の下の床側の面（下面）より低くなる。これによ
って寝台２００における、天板、支持脚および床面に囲われた収納空間に、超音波診断装
置１００の装置本体１０１を収納可能となる。結果として、超音波診断装置１００の設置
スペースを省略することが可能である。なお、本実施形態にかかるキャスタ１０５～１０
８は、本発明における「脚部」の一例に該当する。また、本実施形態にかかるキャスタ１
０５～１０８の収納状態の切替機構は、本発明における「高さ調節手段」の一例に該当す
る。
【００３１】
（アーム）
　次に、図５および図６Ａ～図６Ｃを参照して本実施形態にかかるアーム１０４の構成に
ついて説明する。図５（Ａ）は、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置１００
のアーム１０４が延伸された状態を示す概略斜視図である。図５（Ｂ）は、この発明の第
１実施形態にかかる超音波診断装置１００のアーム１０４が短縮された状態を示す概略斜
視図である。図６Ａは、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置１００のアーム
１０４が短縮された状態におけるアーム移動手段１１１ａを示す概略図である。図６Ｂは
、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装置１００のアーム１０４が延伸された状
態におけるアーム移動手段１１１ａを示す概略図である。図６Ｃは、この発明の第１実施
形態にかかる超音波診断装置１００のアーム１０４が延伸された状態におけるアーム移動
手段１１１ａを示す概略斜視図である。図４に示すように、アーム１０４はアーム収容孔
１１１の長さ方向に伸縮される（図４のＬ－Ｓ方向）。このアーム１０４の伸縮は例えば
次のような構成によって可能となる。
【００３２】
　図４および図５（Ａ）に示すように、アーム１０４は略Ｌ字状に形成されており、アー
ム収容孔１１１の長さ方向における奥側に位置するテレスコープ型の伸縮部分１０４ａと
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、当該伸縮部分１０４ａの開口部側に接続され、かつ当該開口部側に位置する軸部分１０
４ｂと、表示手段保持部１０４ｃを有している。伸縮部分１０４ａは、図５（Ａ）および
図６Ａ～図６Ｃに示すように、アーム収容孔１１１の奥側から開口へ向かって段階的に内
径および外径が大きくなる複数の円筒部材が連なって構成される。このうち最も小径の円
筒部材は、図６Ａおよび図６Ｂに示すようにアーム収容孔１１１の奥側に設けられたアー
ム回転手段１１１ｂに保持されている。なお本実施形態にかかる円筒部材は、本発明にか
かる「筒体」の一例に該当する。また、本実施形態にかかる伸縮部分１０４ａおよび軸部
分１０４ｂは、本発明における「第１の軸」の一例に該当し、表示手段保持部１０４ｃは
、本発明における「第２の軸」の一例に該当する。
【００３３】
　また図５（Ｂ）および図６Ｂに示すように、アーム１０４の伸縮部分１０４ａにおける
円筒部材は、それぞれアーム収容孔１１１の開口部側に隣接する円筒部材の内部に対して
、その一部を収容可能である。また図５（Ａ）および図６Ｂに示すように、開口部側に隣
接する円筒部材の内部に対して、奥側に位置する円筒部材の一部を排出可能である。つま
り、奥側に隣接する円筒部材の外径は開口部側に隣接する円筒部材の内径より細く形成さ
れている。ただし、アーム１０４の伸縮部分１０４ａにおける円筒部材は、それぞれ図６
Ａおよび図６Ｂに示すようにアーム収容孔１１１の開口部分側の端部がテーパ状に形成さ
れているため、隣接する円筒部材同士が相互に外れないように構成されている。
【００３４】
　すなわち図６Ａおよび図６Ｂに示すように、アーム１０４の伸縮部分１０４ａの円筒部
材におけるテーパ状の部分はその他の部分より外径が大きく、かつ当該開口部分側に隣接
する円筒部材の開口の内径よりも大きく形成されている。したがって、アーム１０４の伸
縮部分１０４ａにおいて最も開口部側に位置する円筒部材が開口部側へ移動されても、当
該テーパ部分が、開口部側に隣接する円筒部材の内部に当接するので、奥側に隣接する円
筒部材の全体が、開口部側に隣接する円筒部材の内部から排出されず、円筒部材同士は相
互に外れない。
【００３５】
　また、アーム１０４の伸縮部分１０４ａにおける最も開口部側に位置する円筒部材には
、伸縮しない軸部分１０４ｂに接続されている。この軸部分１０４ｂは、図４に示すよう
に当該接続部分からアーム収容孔１１１の開口部へ向かって略直線状に形成されている。
さらにアーム１０４には、当該アーム１０４の軸部分１０４ｂの当該開口部側の端部から
、当該軸部分１０４ｂと略直交する方向に屈曲する表示手段保持部１０４ｃが設けられて
いる。図５（Ａ）および図５（Ｂ）に示すように表示手段保持部１０４ｃの屈曲方向にお
ける端部、すなわち軸部分１０４ｂ側の端部と反対側において表示手段１０２を保持して
いる。
【００３６】
　また、アーム１０４の最も開口部側に位置する円筒部材は、次に説明するアーム移動手
段１１１ａの固定手段１１１ｅにより、当該円筒部材の外周を覆うように保持される。こ
の固定手段１１１ｅは、アーム１０４の回転時においては、当該円筒部材を解放し、非回
転時においては当該円筒部材を締め付け固定する。この解放と固定との切替の制御につい
ては後述する。
【００３７】
　上記説明したアーム１０４の構成によれば、キャスタ１０５～１０８が収納部１１３～
１１６に収納され、図４に示すように寝台２００の下（収納空間）に装置本体１０１を配
置した場合においても超音波診断装置１００の表示手段１０２を閲覧することが可能とな
る。
【００３８】
（アーム移動手段）
　図４に示すように、アーム移動手段１１１ａは、アーム収容孔１１１の底面において、
当該アーム収容孔１１１の長さ方向に沿って設けられている。このアーム移動手段１１１



(10) JP 2010-269068 A 2010.12.2

10

20

30

40

50

ａは、図６Ａ～図６Ｃに示すように、アーム１０４の伸縮部分１０４ａにおける、アーム
収容孔１１１の最も開口部側に位置する円筒部材を保持しつつ、当該円筒部分を当該開口
部側、アーム収容孔１１１の奥側の間を往復移動（図３および図４のＬ－Ｓ方向）させる
ものである。このように当該円筒部分が往復移動することにより、アーム１０４の伸縮部
分１０４ａが延伸または短縮し、アーム１０４の軸部分１０４ｂが当該開口部から排出さ
れ、または収容される。
【００３９】
　伸縮部分１０４ａを伸縮させるこのアーム移動手段１１１ａとしては、例えば図６Ａ～
図６Ｃに示すように、アーム収容孔１１１の底面にピニオンギア１１１ｃを配置するとと
もに、伸縮部分１０４ａを保持するとともに当該ピニオンギア１１１ｃに噛合するラック
ギア１１１ｄを用いたラックアンドピニオンによることが可能である。すなわち、図６Ａ
～図６Ｃに示すように、ラックギア１１１ｄには、アーム１０４の伸縮部分１０４ａの開
口部側の円筒部材を保持する固定手段１１１ｅが設けられている。また、図６Ｃに示すよ
うに、ラックギア１１１ｄに噛合するピニオンギア１１１ｃの中心には、当該ピニオンギ
ア１１１ｃと直交する方向に接続された軸状のシャフト１１１ｆが設けられている。この
シャフト１１１ｆが回転されることによりピニオンギア１１１ｃが回転される。
【００４０】
　また図６Ｃに示すように、シャフト１１１ｆにおけるピニオンギア１１１ｃと反対側の
端部は、モータ１１１ｇに接続されている。このモータ１１１ｇは、装置本体１０１に設
けられており、シャフト回転の駆動源となる。シャフト１１１ｆはこのモータ１１１ｇに
より、正逆方向に回転される。つまり当該モータ１１１ｇが駆動されると、シャフト１１
１ｆが回転され、それに連動してモータ１１１ｇの他端に固定されたピニオンギア１１１
ｃが、シャフト１１１ｆを回転軸として正逆方向に回転する。このピニオンギア１１１ｃ
が回転されると、ピニオンギア１１１ｃと噛合されたラックギア１１１ｄが、ピニオンギ
ア１１１ｃの回転する方向へ平行移動する。すなわち、アーム収容孔１１１の開口部側ま
たは奥側（図３および図４のＬ方向またはＳ方向）へラックギア１１１ｄが移動する。こ
のラックギア１１１ｄの移動とともに固定手段１１１ｅが移動されることにより、アーム
収容孔１１１の最も開口部側に位置する円筒部材が固定手段１１１ｅに保持されつつ、同
じようにアーム収容孔１１１の開口部側または奥側（図３および図４のＬ方向またはＳ方
向）移動される。なお、本実施形態にかかるアーム１０４およびアーム移動手段１１１ａ
は、本発明における「第１移動手段」の一例に該当する。
【００４１】
　このようにして、アーム移動手段１１１ａにより、アーム１０４の伸縮部分１０４ａが
伸縮されて、アーム１０４の軸部分１０４ｂが装置本体１０１のアーム収容孔１１１から
排出され、または収容される。その結果、図５（Ａ）、（Ｂ）に示すようにアーム１０４
に保持された表示手段１０２が、アーム１０４とともに移動し、図１に示すように装置本
体１０１に対して離隔または近接する方向に移動される。したがって術者は、図４に示す
ように寝台２００の天板の下の収納空間に装置本体１０１を配置した場合においても、超
音波診断装置１００が表示手段１０２を、寝台２００における天板の下の収納空間の外側
へ移動させるので、寝台２００に横臥した被検体ごしに表示手段１０２に表示された医用
画像等を閲覧することが可能となる。
【００４２】
（スイッチおよびアーム移動・回転制御）
　次に図２～図４を参照して、本実施形態にかかる超音波診断装置１００の操作手段収納
部１１２におけるスイッチ１１２ｂおよび、アーム移動制御について説明する。図４に示
すように、装置本体１０１における操作手段収納部１１２の底面には、スイッチ１１２ｂ
が設けられている。また操作手段１０３には、当該操作手段収納部１１２の底面に対向す
る方向に突出する突部１０３ａが設けられている。図４に示すように操作手段１０３が収
納された状態から、スライドレール１１２ａにガイドされて引き出されると、この突部１
０３ａが操作手段収納部１１２の底面におけるスイッチ１１２ｂに当接する。このように
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突部１０３ａがスイッチ１１２ｂに当接した状態で、さらに操作手段１０３が操作手段収
納部１１２の開口部側へ引き出されると、当該突部１０３ａがスイッチ１１２ｂを押下す
る。
【００４３】
　図２に示すように、スイッチ１１２ｂは装置本体１０１の検知手段１６０に接続されて
いる。このスイッチ１１２ｂが押下されるたびに、装置本体１０１の検知手段１６０は、
信号を検知する。主制御部１５０は、検知手段１６０からスイッチ１１２ｂの押下に対応
する信号を受け、当該信号に対応しアーム移動手段１１１ａのモータ１１１ｇを駆動させ
る。例えば主制御部１５０は、スイッチ１１２ｂが押下されるたびに、検知手段１６０か
ら信号を受け、モータ１１１ｇを制御してピニオンギア１１１ｃを前回の回転方向と逆の
方向に回転させる。なお、本実施形態にかかるスイッチ１１２ｂ、検知手段１６０、主制
御部１５０およびアーム移動手段１１１ａは、本発明における「連動手段」の一例に該当
する。
【００４４】
　このようにして、本実施形態における超音波診断装置１００では、操作手段１０３が操
作手段収納部１１２から引き出され、または収納されるたびにスイッチ１１２ｂが押下さ
れ、主制御部１５０によりアーム１０４が伸縮される。したがって、操作手段１０３の引
き出し、収納に連動してアーム１０４が伸縮され、表示手段１０２と装置本体１０１との
位置関係を切り替えることが可能となる。したがって、超音波診断装置１００の装置本体
１０１が寝台２００下に収納されているとき、一方の操作手段１０３が寝台２００の天板
の側方へ引き出されることによって、他方の表示手段１０２が装置本体１０１から寝台２
００の天板の反対側の側方へ伸長されるので、図７に示すように寝台２００を挟んで操作
手段１０３と表示手段１０２とが対向する位置に配置される。なお、本実施形態における
超音波診断装置１００では、スイッチ１１２ｂの押下を検知し、操作手段１０３の引き出
し、収納に連動してアーム１０４が伸縮される構成であるが、本発明にかかる超音波診断
装置はこれに限定されない。例えばスイッチ１１２ｂと検知手段１６０、操作手段１０３
の突部１０３ａや、アーム移動手段１１１ａを含まない構成とし、表示手段１０２を手動
で引き出す構成であってもよい。
【００４５】
　また、本実施形態における超音波診断装置１００は、アーム収容孔１１１の長さ方向に
おける奥側において、アーム１０４を保持しつつ回転させるアーム回転手段１１１ｂを有
している。術者等が操作手段１０３を介してアーム１０４の回転操作を行うと、主制御部
１５０は操作手段１０３の当該操作を受け、アーム回転手段１１１ｂの回転駆動の制御を
行う。アーム回転手段１１１ｂは、モータを備えており、主制御部１５０の制御に応じて
アーム１０４を保持しつつアーム１０４を回転させる（図３および図４のＸ１方向または
Ｘ２方向）。なお、本実施形態にかかるアーム回転手段１１１ｂは、本発明における「回
転機構」の一例に該当する。
【００４６】
　このように本実施形態における超音波診断装置１００では、表示手段１０２を使用しな
いとき、例えば超音波診断装置１００の搬送時において、表示手段１０２を装置本体１０
１から突出させない位置に回転移動させることにより、当該超音波診断装置１００の搬送
時に、搬送者の視界を遮らないようにすることができる。つまり当該超音波診断装置１０
０の搬送を阻害する事態を回避することが可能となる。その結果、超音波診断装置１００
の可搬性を向上させることが可能となる。また、超音波診断装置１００を寝台２００の下
に配置させる場合においては、一端、表示手段１０２を装置本体１０１から突出させない
位置に回転移動させて、当該作業を簡易化することが可能となる。
【００４７】
（使用状態）
　次に、本実施形態にかかる超音波診断装置１００により寝台２００（図４・図７参照）
に横臥した被検体の検査等を行うにあたり、装置本体１０１を寝台２００の下に配置させ
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る手順および、寝台２００の下に配置された超音波診断装置１００を用いた検査等の状態
について図７を用いて説明する。図７は、この発明の第１実施形態にかかる超音波診断装
置１００の使用状態の一例を示す概略斜視図である。
【００４８】
（ステップ１）
　まずユーザは、手術室等に超音波診断装置１００を搬送する際、操作手段１０３により
表示手段１０２を装置本体１０１から突出させない位置に回転移動させる。すなわち操作
手段１０３によりアーム１０４の回転操作がされると、主制御部１５０は当該操作に応じ
て、アーム回転手段１１１ｂを駆動させ、アーム１０４を回転させる。アーム１０４が回
転されるとアーム１０４に保持された表示手段１０２が回転される。
【００４９】
（ステップ２）
　表示手段１０２が装置本体１０１から突出させない位置に回転移動され、手術室等に超
音波診断装置１００が搬送されると、次いでユーザは、キャスタ１０５～１０８を収納部
１１３～１１６に収納させ、超音波診断装置１００の高さを低くする。超音波診断装置１
００の高さが低められると、次いでユーザは、寝台２００の天板の下の収納空間に当該超
音波診断装置１００を配置（収納）する。
【００５０】
（ステップ３）
　ユーザにより寝台２００の天板の下の収納空間に当該超音波診断装置１００が配置され
ると、次いでユーザは、装置本体１０１の操作手段収納部１１２に収納された操作手段１
０３を引き出す。操作手段１０３が引き出されると、操作手段１０３の突部１０３ａが操
作手段収納部１１２底面のスイッチ１１２ｂを押下する。スイッチ１１２ｂが押下される
と、検知手段１６０が検知し、さらに主制御部１５０が、検知手段１６０からの当該検知
した旨の信号を受けてアーム移動手段１１１ａを駆動させる。アーム移動手段１１１ａが
駆動されると、図６Ａに示すアーム１０４が短縮された状態から、図６Ｂに示すアーム１
０４が延伸された状態に移行する。その結果、アーム１０４の軸部分１０４ｂがアーム収
容孔１１１から排出され、アーム１０４の表示手段保持部１０４ｃに保持された表示手段
１０２が図１に示すように装置本体１０１から離隔される。
【００５１】
（ステップ４）
　ユーザにより表示手段１０２が装置本体１０１から離されると、次いでユーザは、操作
手段１０３により表示手段１０２を装置本体１０１から突出させる位置に回転移動させる
。当該アーム１０４の回転操作はステップ１と同様である。
【００５２】
（作用・効果）
　以上説明した第１実施形態にかかる超音波診断装置１００の作用及び効果について説明
する。
【００５３】
　ユーザによって、装置本体１０１の高さが低められて寝台２００下の収納空間に収納さ
れた上で、操作手段１０３と表示手段１０２とが延伸され、さらに表示手段１０２が装置
本体１０１から突出させる位置に回転移動されると、図７に示すように被検体の検査が可
能な状態となる。このとき図７に示すように、表示手段１０２は、操作手段１０３側（正
面）の術者等に対し、寝台２００に横臥した被検体を挟んで反対側（背面）に配置されて
いる。したがって、ユーザは超音波プローブ１０１ａ（図１参照）を被検体に当て、また
は操作手段１０３を操作しながら、超音波画像を参照することが可能である。結果として
超音波画像の閲覧のために術者が表示手段１０２の方向へ体をひねる必要が無いので、超
音波診断装置による検査等の効率を向上させることが可能であるとともに、検査等を行う
術者の身体にかかる負担を軽減させることが可能となる。
【００５４】
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［第２実施形態］
（構成）
　この発明の第２実施形態にかかる超音波診断装置１００の構成について、図８を用いて
説明する。図８は、この発明の第２実施形態にかかる超音波診断装置１００におけるアー
ム１０４およびアーム収容孔１１１の概略構成を示す概略断面図である。
【００５５】
　図８に示すような第２実施形態にかかる超音波診断装置１００においては、前述の第１
実施形態と比較して、アーム１０４およびアーム収容孔１１１の構成が異なる。その他の
部分は第１実施形態と同様である。以下、これらの異なる構成のみについて説明する。
【００５６】
（アーム）
　図８に示すように、第２実施形態にかかるアーム１０４は、伸縮部分がなく一様となっ
ており、アーム１０４とアーム移動手段１１１ａとがリードスクリューとして構成されて
いる。すなわち、アーム１０４の外周面の少なくともアーム収容孔１１１の奥側に位置す
る部分、例えば第１実施形態における伸縮部分１０４ａに対応する部分には、ネジ山が形
成されている。また、アーム移動手段１１１ａは、ナットとして形成されており、内周面
は、アーム１０４のネジと螺合する。また、第２実施形態にかかるアーム収容孔１１１は
、アーム１０４がアーム収容孔１１１から排出される分の長さを収容可能とするように、
第１実施形態と比較して、長く形成される。
【００５７】
　また第２の実施形態において、アーム移動手段１１１ａは、図示しないナットの回転駆
動部を備えている。この回転駆動部は、第１実施形態と同様に、スイッチ１１２ｂの押下
操作に応じて、主制御部１５０に制御されて、正逆方向に回転駆動される。
【００５８】
　以上説明した第２実施形態にかかる超音波診断装置１００においても、操作手段１０３
に対して表示手段１０２を寝台２００に横臥した被検体を挟んで反対側に配置することが
できる。したがって、ユーザは超音波プローブ１０１ａを被検体に当て、または操作手段
１０３を操作しながら、超音波画像を参照することが可能である。結果として超音波画像
の閲覧のために術者が表示手段１０２の方向へ体をひねる必要が無いので、超音波診断装
置による検査等の効率を向上させることが可能であるとともに、検査等を行う術者の身体
にかかる負担を軽減させることが可能となる。
【００５９】
　また、アーム回転手段１１１ｂや、収納部１１３～１１６の構成により、可搬性を向上
させることができ、また、横臥していない被検体の検査のときには、表示手段１０２の位
置を切替えることにより、例えば立位状態の被検体にも対応することができ、超音波診断
装置の汎用性を確保することができる。
【００６０】
[変形例]
　次に、上記説明した実施形態にかかる超音波診断装置の変形例について、以下に説明す
る。
【００６１】
　上記説明した第１実施形態にかかるアーム１０４は、伸縮部分１０４ａがテレスコープ
型伸縮機構であるように構成されているが、本発明はこの実施形態に限られず、例えば次
のような構成であってもよい。
【００６２】
　すなわち、伸縮部分１０４ａにおける複数の円筒部材をそれぞれ同径とし、この円筒部
材の間を、両端がテーパ状となった軸部材を介して接続する構造であってもよい。この軸
部材におけるテーパ部分の径は少なくとも、円筒部材の内径よりやや大きな径であるとす
るものとする。このようにして、隣接する円筒部材同士を相互に外れないように構成とす
ることも可能である。
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【００６３】
　この場合、第１実施形態におけるアーム１０４より伸縮長さが短くなる、この変形例に
よれば、アーム１０４強度を向上させることが可能となる。
【００６４】
　また、上記説明した実施形態にかかるアーム１０４は、装置本体１０１に収容されるも
のであるが、本発明はこの実施形態に限られず、例えば次のような構成であってもよい。
すなわち、アーム１０４を略Ｌ字形状とせず、略直線状であって、かつ上方（装置の底面
を下方としたときの上方）に表示手段１０２を離隔させ、または近接させるものであって
もよい。
【００６５】
　この変形例においても、操作手段１０３側（正面）の術者等に対し、表示手段１０２が
寝台２００に横臥した被検体を挟んで反対側（背面）に配置されている。したがって、ユ
ーザは超音波プローブ１０１ａ（図１参照）を被検体に当て、または操作手段１０３を操
作しながら、超音波画像を参照することが可能である。結果として超音波画像の閲覧のた
めに術者が表示手段１０２の方向へ体をひねる必要が無いので、超音波診断装置による検
査等の効率を向上させることが可能であるとともに、検査等を行う術者の身体にかかる負
担を軽減させることが可能となる。
【００６６】
　また、上記説明した実施形態にかかるアーム移動手段１１１ａは、装置本体１０１に収
容されるものであるが、本発明はこの実施形態に限られず、例えば図９に示すような構成
であってもよい。すなわち、図９に示すようにアーム移動手段１１１ａは、ラックアンド
ピニオンによらず、一対のプーリおよびタイミングベルトによって構成されることも可能
である。この構成において固定手段１１１ｅは、タイミングベルトに設けられる。また、
シャフト１１１ｆは、一対のプーリの少なくとも一方を回転させる。
【００６７】
　この変形例においても、超音波診断装置による検査等の効率を向上させることが可能で
あるとともに、検査等を行う術者の身体にかかる負担を軽減させることが可能となる。
【符号の説明】
【００６８】
　１００　超音波診断装置
　１０１　装置本体
　１０１ａ　超音波プローブ
　１０２　表示手段
　１０３　操作手段
　１０３ａ　突部
　１０４　アーム
　１０４ａ　伸縮部分
　１０４ｂ　軸部分
　１０４ｃ　表示手段保持部
　１０５～１０８　キャスタ
　１１１　アーム収容孔
　１１１ａ　アーム移動手段
　１１１ｂ　アーム回転手段
　１１１ｃ　ピニオンギア
　１１１ｄ　ラックギア
　１１１ｅ　固定手段
　１１１ｆ　シャフト
　１１１ｇ　モータ
　１１２　操作手段収納部
　１１２ａ　スライドレール
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　１１２ｂ　スイッチ
　１１３～１１６　収納部
　１５０　主制御部
　１５１　送信部
　１５２　受信部
　１５３　信号処理部
　１５４　画像処理部
　１６０　検知手段
　２００　寝台

【図１】 【図２】
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